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株　主　各　位
東京都千代田区神田錦町一丁目２番地１
株 式 会 社 イ ー グ ラ ン ド

代表取締役社長 江 口 　 久
第32期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第32期定時株主総会を下記により開催いたしますの
で、ご通知申しあげます。
　株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染拡大の防止と株主様の
感染リスクの回避の観点から、本株主総会につきましては、極力、書面による事
前の議決権行使をいただき、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご
来場をお控えいただくことをご検討くださいますようお願い申しあげます。
　特に、感染による影響が大きいとされるご高齢や基礎疾患をお持ちの株主様に
おかれましては、慎重なご判断をお願い申しあげます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年６月24日（木曜日）午後６時
までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年６月25日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区内神田３－２４－５

エッサム神田ホール２号館　５階
（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾の
「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違えのないよ
うにご注意ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第32期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案
第５号議案

剰余金処分の件
定款の一部変更の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
監査等委員である取締役３名選任の件
補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以　上
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◎株主様へのお願い
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。
・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、本総会の運

営・会場を変更する場合がございます。インターネット上の当社ウェブサイト
（https://e-grand.co.jp）より、発信情報をご確認くださいますよう、併せて
お願い申しあげます。

・会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたします。ご来場
の株主様は、マスクの持参・着用をお願い申しあげます。

・会場入口付近で検温をさせていただいたうえで、発熱があると認められる方、
体調不良と思われる方は、入場をお断りし、お帰りいただく場合がございます。

・株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で応対
させていただきます。

・株主ではない代理人及び同伴の方など、議決権を行使することができる株主以
外の方はご入場いただけません（御身体の不自由な株主様の同伴の方を除きま
す。）ので、ご注意くださいますようお願い申しあげます。

◎本招集ご通知の発送日は2021年６月４日ですが、早期に情報をご提供する観点
から、2021年５月31日よりインターネット上の当社ウェブサイト（https://e-
grand.co.jp）に掲載しております。

◎計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第16条に基づき、当
社ウェブサイト（https://e-grand.co.jp）に掲載しておりますので、本招集ご
通知提供書面には記載しておりません。なお、本招集ご通知の提供書面は、監
査等委員会及び会計監査人がそれぞれ監査報告及び会計監査報告を作成するに
際して監査をした対象の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、当社ウ
ェブサイト（https://e-grand.co.jp）に掲載させていただきます。

◎株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産はご用意しておりませんので、予め
ご了承いただきますようお願い申しあげます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2020年４月 １日から
2021年３月31日まで )

１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当事業年度（2020年４月１日～2021年３月31日）におけるわが国経済
は、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行の影響により経済活動は停
滞し、厳しい状況となりました。景気の先行きにつきましては、各種政策
効果により持ち直していく兆しや期待が見られるものの、感染再拡大に対
しての不安感は拭えず、引き続き不透明な状況となっております。
　当社が属する中古住宅流通市場におきましては、公益財団法人東日本不
動産流通機構（東日本レインズ）によると、首都圏中古マンションの平均
成約価格・成約件数は緊急事態宣言が発出された４月に大きく減少いたし
ましたが、その後はいずれも上昇に転じております。平均成約価格は10ヶ
月連続で前年同月を上回り、成約件数については2021年３月において
4,228件（前年同月比16.1%増）となり、同機構発足以降で過去最高とな
っております。
　このような市場環境の下、中古住宅再生事業におきましては、緊急事態
宣言下において仕入活動を自粛した影響により、当事業年度の通期におけ
る仕入件数は前事業年度の954件から803件（前事業年度比15.8％減）に
減少しましたが、宣言解除後は仕入活動を優先して進めた結果、当事業年
度下期の仕入件数は前年同期の466件から532件（前年同期比14.2%増）
と増加しております。
　販売につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が限定的で、
第２四半期以降は順調に回復してきた結果、当事業年度における販売件数
は前事業年度の931件から862件（前事業年度比7.4％減）となりました。
また、収益用物件として一棟マンション５棟等の販売がありました。
　利益面につきましては、売上総利益率は前事業年度の17.1％から17.3％
となりました。
　以上の結果、当事業年度における売上高は20,269百万円（前事業年度比
1.0％減）、営業利益は1,472百万円（同1.5％増）、経常利益は1,335百万
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円（同5.8％増）、当期純利益は934百万円（同7.5％増）となりました。
　事業別の状況は次のとおりであります。
＜中古住宅再生事業＞
　中古住宅再生事業におきましては、居住用物件の販売による売上が
17,648百万円、収益用一棟マンションを含む収益用物件の販売による売上
が2,175百万円となり、物件販売による売上高は19,823百万円となりまし
た。また、収益用物件の保有期間中の賃貸収入が186百万円となりました。
その結果、当事業年度における中古住宅再生事業の売上高は20,062百万円
（前事業年度比1.1％減）となりました。
＜その他不動産事業＞
　その他不動産事業におきましては、賃貸用不動産としての一棟マンショ
ンの取得が進んだことにより賃貸収入が増加した結果、当事業年度におけ
るその他不動産事業の売上高は206百万円（前事業年度比15.6％増）とな
りました。

②　設備投資の状況
　特記すべき事項はありません。

③　資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 29 期
(2018年３月期)

第 30 期
(2019年３月期)

第 31 期
(2020年３月期)

第 32 期
（当事業年度）
(2021年３月期)

売 上 高(百万円) 20,544 18,180 20,464 20,269

経 常 利 益(百万円) 1,192 717 1,262 1,335

当 期 純 利 益(百万円) 842 489 869 934

１株当たり当期純利益 (円) 134.33 77.72 138.17 148.19

総 資 産(百万円) 17,294 17,879 18,498 20,558

純 資 産(百万円) 6,525 6,775 7,406 8,101

１株当たり純資産 (円) 1,029.36 1,069.08 1,169.24 1,277.50

（注）１．１株当たり当期純利益は自己株式を控除した期中平均発行済株式数、
１株当たり純資産は自己株式を控除した期末発行済株式数により算
出しております。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号
　平成30年２月16日)等を第30期の期首から適用しており、第29期
の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の
金額となっております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
該当事項はありません。
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⑷　対処すべき課題
　当社は、「中古住宅再生事業を通じて、良質廉価な住まいを幅広くお客様
に提供して社会に貢献する。お客様の満足を得ることによって、社員一同の
幸せを得る。」を企業理念に掲げ、中古住宅市場でのリーディングカンパニ
ーを目指し、全社一丸となって邁進しております。
　今後の成長が期待される中古住宅市場ですが、現下の新型コロナウイルス
の感染拡大の影響は日本経済及び個人消費に大きな影響を及ぼす可能性があ
ります。このような先行き不透明な経営環境の中にあって、当社は、事業を
取り巻く環境変化に対して柔軟に対応しつつ、以下の事項を重点課題として
今後の事業拡大を図ってまいります。
①　事業エリアの拡大と収益獲得機会の拡充

　首都圏、札幌、関西圏に加えて、今期は名古屋支店を開設いたしました。
今後も新たなエリアへの展開を目指してまいります。また、収益用物件の
再生・再販ノウハウを着実に積み上げる体制を構築するとともに、ストッ
ク収益である賃貸収入の拡充を目指してまいります。

②　仕入力の強化
　中古住宅市場は今後も拡大が期待される成長市場でありますが、新規事
業者の参入も多く、仕入環境は年々厳しさを増しております。そのような
環境の中で、当社は効率的かつ機動的な営業体制の構築、業務のシステム
化、継続的な増員と教育機会の拡充によって生産性を向上させることで、
仕入力の強化に取組んでまいります。

③　品質管理と商品企画の取り組み
　当社では、お客様が中古住宅を購入する際に抱く建物や品質への不安を
解消するため、品質向上に努めるとともに、魅力ある住宅を提供すべく商
品企画の向上を図ってまいります。
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④　コンプライアンス体制の強化
　当社は、企業価値の最大化を図るためには、経営の健全性、透明性及び
客観性を高めることが重要であると考えております。監査体制の充実、社
内諸規程・業務マニュアルの整備、社員教育の拡充、定期的な内部監査に
よって内部統制の有効性を高め、多様化するリスクを適切に管理する体制
を整備・構築してまいります。

⑤　株主価値向上に向けた財務・資本政策
　在庫回転率や自己資本利益率（ＲＯＥ）の維持向上を図ることで、財務
健全性を保つとともに、資本効率の向上を図ってまいります。併せて株主
還元の充実にも努めてまいります。
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⑸　主要な事業内容（2021年３月31日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

中古住宅再生事業 中古住宅（マンション・戸建）を取得し、再生して販売する
事業

その他不動産事業 不動産賃貸事業及びその他不動産関連事業

⑹　主要な営業所（2021年３月31日現在）
本 店 東京都千代田区

札 幌 支 店 札幌市中央区

関 西 支 店 大阪市北区

横 浜 支 店 横浜市西区

名 古 屋 支 店 名古屋市中区

⑺　使用人の状況（2021年３月31日現在）
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

114名 7名増 33.1歳 4.8年

（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣
社員を含む）は含まれておりません。

⑻　主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,307百万円
東 京 シ テ ィ 信 用 金 庫 1,825
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,491
株 式 会 社 り そ な 銀 行 798
朝 日 信 用 金 庫 690

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
　特記すべき事項はありません。
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２．株式の状況（2021年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 16,000,000株
⑵　発行済株式の総数 6,379,100株（うち自己株式66,800株）
⑶　株主数 5,337名（前期末比31名減）
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

江 口 　 久 1,466,800株 23.2％

株 式 会 社 ヴ ェ ル デ ィ ッ シ モ 616,000 9.7
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ
銀 行 （ 信 託 口 ） 409,700 6.4
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 212,900 3.3

江 　 口 　 惠 津 子 190,000 3.0

江 口 直 宏 190,000 3.0

千 田 美 穂 190,000 3.0

萩 原 香 菜 190,000 3.0

株 式 会 社 ジ ュ ー テ ッ ク 160,000 2.5

佐 々 木 　 　 　 洋 113,400 1.7

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑸　会社役員に対して職務執行の対価として交付された株式に関する事項
該当事項はありません。
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３．新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況
第５回新株予約権 第６回新株予約権

発 行 決 議 日 2014年７月10日 2015年７月10日

新 株 予 約 権 の 数 75個 233個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　 30,000株
(新株予約権１個につき400株)

普通株式　　　 23,300株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 207,800円 61,316円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
400円

(１株当たり　１円)

新株予約権１個当たり
100円

(１株当たり　１円)

権 利 行 使 期 間 2014年８月１日から
2044年７月31日まで

2015年８月１日から
2045年７月31日まで

行 使 の 条 件 （注） （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 60個
目的となる株式数 24,000株
保有者数 4名

新株予約権の数 194個
目的となる株式数 19,400株
保有者数 4名

第７回新株予約権

発 行 決 議 日 2016年７月11日

新 株 予 約 権 の 数 453個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　 45,300株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 35,300円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
100円

(１株当たり　１円)

権 利 行 使 期 間 2016年８月１日から
2046年７月31日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 381個
目的となる株式数 38,100株
保有者数 4名
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（注）１．新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役の地位を喪
失した日の翌日から10日を経過する日までに限り、新株予約権の全部を一括し
てのみ行使できるものとする。

２．その他の新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新
株予約権割当契約」の定めるところによる。

３．2014年10月１日付で普通株式１株につき４株とする株式分割が行われたこと
により、「新株予約権の目的となる株式の種類と数」及び「新株予約権の行使
に際して出資される財産の価額」は調整されている。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
の状況
該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2021年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 江 口 　 久

取 締 役 林 田 光 司 住宅再生事業部門担当
兼　第２営業部長

取 締 役 丹 波 正 行 関西支店長

取 締 役 白 惣 考 史 管理部長

取 締 役
（ 常 勤 監 査 等 委 員 ） 榎 下 勝 寛

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 鵜 飼 一 賴 大原法律事務所パートナー

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 佐 々 木 　 　 　 洋 公認会計士佐々木洋事務所所長

（注）１．監査等委員鵜飼一賴氏及び佐々木洋氏は、社外取締役であります。
２．監査等委員鵜飼一賴氏は、弁護士の資格を有しており、法務及びコンプライア

ンスに関する相当程度の知見を有しております。
３．監査等委員佐々木洋氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。
４．2020年６月25日開催の第31期定時株主総会終結の時をもって、釜賀英禎氏は

専務取締役を任期満了により退任いたしました。
５．内部監査部門・会計監査人との連携強化及び重要な会議への出席・往査といっ

た監査手法を取り入れることで、監査等委員会の監査・監督機能を強化させる
ため、榎下勝寛氏を常勤の監査等委員に選定しております。

６．当社は、監査等委員鵜飼一賴氏及び佐々木洋氏を東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社と各監査等委員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各監査等委員ともに金300万
円又は会社法第425条第１項に定める額のいずれか高い額としております。

⑶　補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。

⑷　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社
の取締役７名全員（うち社外取締役２名）であり、被保険者は保険料を負担
しておりません。補填の対象となる保険事故は、法律上の損害賠償金または
争訟費用を被保険者が負担することで生じる損害となります。
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⑸　取締役の報酬等
①　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年２月24日開催の取締役会において、取締役（監査等委員
である取締役を除く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等の内容
にかかる決定方針を決議しております。
　なお、当事業年度の取締役の個人別の報酬等の額は、取締役会における継
続的な議題として議論された結果、株主総会で決議された報酬限度額の範囲
内において、会社業績及び担当部門の評価に応じて算出することを基本方針
として、監査等委員会の審議も経たうえで、2020年６月25日開催の取締役
会にて決定されており、当該基本方針に沿うものと判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

ａ．基本報酬に関する方針
　取締役の基本報酬は、月毎に定額を金銭で支払う固定報酬とする。
ｂ．業績連動報酬ならびに非金銭報酬等に関する方針
　業績連動報酬としては、株主との価値共有を進めるとともに、中長期的
な業績との連動性を高め、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ
とする目的で、譲渡制限付株式報酬（取締役が報酬支払請求権を現物出資
財産として株式の交付を受けるもの）を毎年一定の時期に支給するものと
し、その支給時期は取締役会で決定する。
ｃ．取締役の個人別の報酬等の割合に関する方針
　取締役の報酬は、基本報酬（金銭報酬）と業績連動報酬としての株式報
酬で構成し、その構成割合は、その客観性・妥当性を確保するために、同
業種や同規模の他企業における報酬水準を検証し、当社の財務状況や監査
等委員会の意見を踏まえて取締役会が決定する。
ｄ．取締役の個人別の報酬等の決定に関する事項
　取締役の個人別の報酬等は、同業種や同規模の他企業における報酬水準
を検証し、当社の財務状況や監査等委員会の意見を踏まえて取締役会が決
定する。
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②　当事業年度に係る報酬等の総額

区　　分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額
（千円） 対象となる役

員の員数
（人）固定報酬 業績連動

報酬等
取締役

（うち社外取締役）
115,697

（－）
109,230

（－）
6,467
（－）

５
（－）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

28,830
（12,000）

28,830
（12,000）

－
（－）

３
（２）

合計
（うち社外役員）

144,527
（12,000）

138,060
（12,000）

6,467
（－）

８
（２）

（注）１．上表には、2020年６月25日開催の第31期定時株主総会終結の時をもって退任
した取締役（監査等委員を除く）１名を含んでおります。

２．業績連動報酬等は、非金銭報酬である譲渡制限付株式を支給しております。当該
報酬は、対象期間となる３事業年度分の職務執行の対価に相当する譲渡制限付株
式78,200株を初年度に一括して支給しており、当事業年度分の報酬は、それを
期間按分したものとなっております。当該報酬の評価指標には、自己資本利益率
（以下ＲＯＥ）を採用しております。譲渡制限の解除条件は2020年３月期のＲ
ＯＥ10％以上としておりましたが、その条件を達成したため、各取締役に支給
された株式の譲渡制限は解除されました。

３．取締役の報酬限度額は、2015年６月25日開催の第26期定時株主総会において、
取締役（監査等委員を除く）５名について年額240,000千円以内、監査等委員３
名について年額50,000千円以内と決議されております。また別枠で、2017年６
月28日開催の第28期定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）５名
に対して、譲渡制限付株式報酬額として年額60,000千円以内と決議されており
ます。

③　当事業年度において支払った役員退職慰労金
　2020年６月25日開催の第31期定時株主総会終結の時をもって退任した取
締役に支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。
　取締役（監査等委員を除く）　１名　9,144千円
（役員退職慰労金制度につきましては、2014年６月26日開催の第25期定時
株主総会の終結の時をもって廃止しており、廃止時点までの在任期間に応じ
た金額を役員退職慰労金として退任時に支給しております。）

④　社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等（当社を除く）から受けた
役員報酬等の総額

　該当事項はありません。
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⑹　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査等委員鵜飼一賴氏は、大原法律事務所のパートナーであります。当
社と同事務所との間には特別の関係はありません。

・監査等委員佐々木洋氏は、公認会計士佐々木洋事務所所長であります。
当社と同事務所との間には特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名
出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に
関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役
（監査等委員） 鵜 飼 一 賴

当事業年度に開催された取締役会22回及び
監査等委員会18回の全てに出席し、必要に
応じ、主に弁護士として専門的見地から発言
を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 佐々木　　　洋

当事業年度に開催された取締役会22回及び
監査等委員会18回の全てに出席し、必要に
応じ、主に公認会計士として専門的見地から
発言を行っております。
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５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　EY新日本有限責任監査法人

⑵　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 20,000

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区
分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合
計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び
報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った
うえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要
があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の
目的とすることを決定いたします。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に
該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を
解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後
最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の
理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
[業務の適正を確保するための体制]

　当社は、会社法及び会社法施行規則の定める「業務の適正を確保するための
体制」について、内部統制システムの整備に関する基本方針として以下のとお
り定めております。

⑴　取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

①　取締役会で「行動規範」及び「コンプライアンス規程」を定めて、取締
役及び使用人が法令及び定款並びに社会規範を遵守した行動をとるため
の指針とする。

②　取締役会は、「取締役会規則」に定められた基準に従って、法令に基づ
く職務その他業務執行に関する重要事項を決定するとともに、取締役の
職務の執行を監督する。

③　取締役及び使用人の職務執行の適切性を確保するため、内部監査部門を
設置し、「内部監査規程」に基づき内部監査を実施する。また、内部監
査部門は、必要に応じて監査等委員会及び会計監査人と情報を交換し、
効率的な内部監査を実施する。

④　法令違反または法令上疑義のある行為等に対して、取締役及び使用人が
通報できる内部通報制度を構築し、「内部通報制度運用規程」に基づき
運用する。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　取締役会議事録、その他取締役の職務の執行に係る重要な書類等は、

「文書管理規程」に従い、文書または電磁的媒体に記録し、適切に保存
及び管理する。

②　取締役は、必要に応じてこれらの文書を閲覧できる。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　「危機管理規程」でリスクマネジメントに関する事項を定めるととも

に、リスクマネジメントを推進するための課題や対応策を協議するため、
必要に応じてリスクマネジメント委員会を設置する。

②　緊急時には、代表取締役社長を最高責任者とする危機管理体制をとるも
のとし、必要に応じて、代表取締役社長を本部長とする緊急対策本部を
設置して、対応方針を協議、決定し、損失の拡大防止並びに危機の収束
の措置を実施する。また、収束後は再発防止に向けた指針を定める。
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⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　定例の取締役会を毎月１回、臨時取締役会を必要に応じて開催し、重要

事項に関する迅速な意思決定を行い、適切な職務執行が行える体制を確
保する。

②　さらに、意思決定の迅速化と業務執行の効率化を図るため、取締役、部
長以上の管理職で構成される経営会議を原則として毎月１回、また、必
要に応じて随時開催する。

③　取締役会は、「組織規程」「職務権限規程」「職務分掌規程」等の諸規
程を定めて、意思決定ルールを明確にし、権限委譲を行うとともに職務
を分担する。

④　中期経営計画及び総合予算を策定して、各部門の責任範囲を明確にす
る。また、予算の実績管理を行って、経営数値の進捗管理と適正な修正
を行う。

⑸　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、それ
らの取締役及び使用人の他の取締役からの独立性に関する事項並びにそ
れらの取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①　監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助する使用人
を置くものとする。なお、監査等委員会の職務を補助する取締役は置か
ない。

②　当該使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分等には、監査等委員会の同
意を得たうえで行うものとし、業務執行者からの独立性を確保する。

③　当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員会に係る業
務を優先して従事する。

⑹　取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に
報告するための体制及びその他の監査等委員会への報告に関する体制

①　監査等委員会は、法律に定める事項の他、取締役及び使用人が監査等委
員会に報告すべき事項を取締役と協議して定め、その報告を受けるもの
とする。

②　取締役及び使用人は、監査等委員に対して、会社に著しい損害を及ぼす
おそれのある事実、職務の執行に関する不正行為または法令もしくは定
款に違反する事実を遅滞なく報告するものとする。

③　監査等委員会は必要に応じて、取締役及び使用人に対して、報告を求め
ることができる。
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⑺　監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な
取扱いを受けないことを確保するための体制

①　監査等委員は、取締役または使用人から得た情報について、第三者に対
する報告義務を負わない。

②　監査等委員会は、報告をした使用人の異動、人事評価及び懲戒等に関し
て、取締役にその開示を求めることができる。

⑻　監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関す
る事項

①　監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い、償還の手続
きその他の当該職務についての執行について生ずる費用、または債務の
処理の請求をしたときは、当該請求に係る費用が監査等委員の職務の執
行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに処理をする。

⑼　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制

①　監査等委員会は、代表取締役社長と定期的に会合をもち、会社が対処す
べき課題、監査等委員会監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等に
ついて意見を交換する。

②　監査等委員会は、会計監査人及び内部監査部門とも連携して監査の実効
性を確保する。
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[業務の適正を確保するための体制の運用状況]
　当事業年度における上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
は以下のとおりであります。

⑴　コンプライアンス体制
　「行動規範」をはじめとした社内規程の社内グループウェア上での公開、
インサイダー取引規制やハラスメント防止等のコンプライアンス研修の実
施等の取り組みを継続的に行っております。また、コンプライアンス遵守
の実効性確保のため、内部監査部門による監査を実施しております。

⑵　リスク管理体制
　「危機管理規程」に基づき、代表取締役社長を委員長としたリスクマネ
ジメント委員会を計４回開催し、事業等のリスクをはじめとした当社を取
り巻く課題について検討を行っております。

⑶　効率的かつ適切な職務執行を確保するための体制
　当社の取締役会は、法令及び社内規程に基づき運営されており、当事業
年度は定例を含め22回の取締役会を開催し、重要事項に関する意思決定並
びに各取締役の職務執行の監督を行いました。また、当社は監査等委員会
設置会社として、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会
の構成員とすることで取締役会の監督機能の更なる強化を図っております。

⑷　監査等委員会の体制
　当事業年度は監査等委員会を18回開催し、監査方針及び監査計画に基づ
き、取締役会や経営会議、その他当社の重要会議等への出席や各種書類の
閲覧等を行い、監査等委員でない取締役の職務執行、内部統制システムの
整備並びに運用状況の監査を実施しております。

(注)本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。また、比
率は表示単位未満を四捨五入しております。
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
販 売 用 不 動 産
仕掛販売用不動産
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
競 売 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産
出 資 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

17,561,181
5,539,982
7,970,759
3,654,983

919
150,944
123,435
113,927

6,251
△23

2,997,415
2,763,828
1,211,960

10,418
1,523,600

17,850
3,297
3,297

230,288
82,100
66,807
21,039
60,705
△364

流 動 負 債 8,288,889
買 掛 金 421,046
短 期 借 入 金 5,375,127
1年内償還予定の社債 1,020,000
1年内返済予定の長期借入金 725,258
未 払 金 18,007
未 払 費 用 46,747
未 払 賞 与 131,422
未 払 法 人 税 等 228,897
前 受 金 149,551
預 り 金 17,024
完成工事補償引当金 17,319
そ の 他 138,486

固 定 負 債 4,167,929
長 期 借 入 金 4,060,966
役員退職慰労引当金 57,749
そ の 他 49,213

負 債 合 計 12,456,818
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 8,063,965
資 本 金 836,528
資 本 剰 余 金 817,451

資 本 準 備 金 811,528
その他資本剰余金 5,922

利 益 剰 余 金 6,456,028
利 益 準 備 金 3,660
その他利益剰余金 6,452,368

固定資産圧縮積立金 136,447
繰越利益剰余金 6,315,920

自 己 株 式 △46,042
新 株 予 約 権 37,812
純 資 産 合 計 8,101,778

資 産 合 計 20,558,596 負 債 純 資 産 合 計 20,558,596
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2020年４月 １日から
2021年３月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 20,269,065

売 上 原 価 16,764,628

売 上 総 利 益 3,504,437

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,031,777

営 業 利 益 1,472,660

営 業 外 収 益

受 取 利 息 100

受 取 配 当 金 1,151

契 約 収 入 5,800

受 取 保 険 金 194

助 成 金 収 入 31,241

そ の 他 1,021 39,509

営 業 外 費 用

支 払 利 息 131,031

支 払 手 数 料 45,314

そ の 他 262 176,608

経 常 利 益 1,335,561

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 15,461 15,461

税 引 前 当 期 純 利 益 1,351,023

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 402,993

法 人 税 等 調 整 額 13,208 416,201

当 期 純 利 益 934,821
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2020年４月 １日から
2021年３月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計固定資産

圧縮積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 832,495 807,495 5,922 813,417 3,660 139,604 5,617,484 5,760,749

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 4,033 4,033 4,033

剰 余 金 の 配 当 △239,542 △239,542
固定資産圧縮積立金
の 取 崩 △3,156 3,156 －

当 期 純 利 益 934,821 934,821
株主資本以外の項目
の 当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計 4,033 4,033 － 4,033 － △3,156 698,435 695,278

当 期 末 残 高 836,528 811,528 5,922 817,451 3,660 136,447 6,315,920 6,456,028

株 主 資 本
新株予約権 純資産

合　計自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 △46,042 7,360,619 45,862 7,406,482

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 8,067 8,067

剰 余 金 の 配 当 △239,542 △239,542
固定資産圧縮積立金
の 取 崩 － －

当 期 純 利 益 934,821 934,821
株主資本以外の項目
の 当 期 変 動 額 △8,049 △8,049

当 期 変 動 額 合 計 － 703,345 △8,049 695,296

当 期 末 残 高 △46,042 8,063,965 37,812 8,101,778

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2021年５月10日
株式会社　イーグランド
取　締　役　会　　御中

　EY新日本有限責任監査法人
　東　京　事　務　所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 浦 　 　 　 太 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 賀 　 恒 一 郎 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社イーグランドの2020年４

月１日から2021年３月31日までの第32期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以　　上
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監査等委員会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2020年４月1日から2021年３月31日までの第32期事業年度に
おける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下
のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関す
る取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監
査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及
び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な営業所において業務及び財産
の状況を調査しました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行
についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

2021年５月14日
株式会社イーグランド　監査等委員会
常勤監査等委員　　榎下　勝寛　　㊞

監査等委員　　鵜飼　一賴　　㊞
監査等委員　　佐々木　洋　　㊞

（注）監査等委員鵜飼一賴及び佐々木洋は、会社法第２条第15号及び第331条第６項
に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金の処分については、以下のとおりといたしたいと存じます。
　当社は株主還元を経営の重要課題の一つと考えており、当社事業に継続して投
資していただく株主の皆様に対して、会社業績に応じた配当を安定的かつ継続的
に実施していくことを基本方針としております。
　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案し、
1株当たり20円とさせていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類
　金銭といたします。
(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき　金20円
　配当総額　金126,246,000円
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　2021年６月28日

－ 28 －

剰余金処分議案



第２号議案　定款の一部変更の件
(1) 提案の理由

　①株主の皆様へのサービス拡充の観点から、会社法第194条に規定する単元
未満株式の買増制度の導入をいたしたく、定款第10条（単元未満株式の買
増請求）を新設し、これに伴う所要の変更を行うものであります。

　②上記条文の新設に伴い、現行定款第10条以下を１条ずつ繰り下げるもので
あります。

(2) 変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部は変更部分を示します。）
現行定款 変更案

第１条～第８条　（条文省略）

（単元未満株主の権利制限）
第９条　当会社の単元未満株主は、以下

に掲げる権利以外の権利を行使
することができない。
(1) 会社法第189条第２項各号に

掲げる権利
(2) 取得請求権付株式の取得を請

求する権利
(3) 募集株式又は募集新株予約権

の割当てを受ける権利
（新　設）

（新　設）

第10条～第40条　（条文省略）

第１条～第８条　（現行どおり）

（単元未満株主の権利制限）
第９条　　　　　（現行どおり）

(1)　　　　（現行どおり）
(2)　　　　（現行どおり）
(3)　　　　（現行どおり）

(4) 次条に定める請求をする権利

（単元未満株式の買増請求）
第10条　当会社の株主は、株式取扱規則

に定めるところにより、その有す
る単元未満株式の数と併せて単
元株式数となる数の株式を当会
社に対して売渡すことを請求す
ることができる。
　ただし、当会社が売渡すべき数
の自己株式を有しないときは、こ
の限りではない。

第11条～第41条　（現行どおり）

－ 29 －
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。
以下、本議案において同じ。）４名全員が任期満了となります。つきましては、
取締役４名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされた結果、異論はご
ざいませんでした。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

え

江
ぐ ち

口
 

　
 

　
ひさし

久
（1957年９月25日）

（再任）

1980
1989

年
年

４
６

月
月

　鹿島建設株式会社入社
　当社設立
　代表取締役社長就任（現任）

1,466,800株

【選任理由】
　江口久氏は、創業以来、当社の代表取締役社長として経営を指揮し、
経営者として豊富な経験・実績を有していることから、今後も当社の持
続的な成長と企業価値の向上に貢献できると判断し、引き続き取締役候
補者といたしました。

２

はやし

林
だ

田
 

　
こ う

光
じ

司
（1966年５月22日）

（再任）

1990
2004
2004
2007
2009
2012
2016

2017

2018

2020

年
年
年
年
年
年
年

年

年

年

４
４
７
１
10
10
４

４

４

４

月
月
月
月
月
月
月

月

月

月

　住友不動産株式会社入社
　当社入社
　取締役就任（現任）
　第二営業部長
　広域営業部長
　首都圏営業部長
　住宅再生事業部門担当
　兼　第１営業部長
　横浜支店長
　兼　投資・賃貸営業部長
　住宅再生事業部門担当
　兼　第２営業部長（現任）
　営業企画部長

85,800株

【選任理由】
　林田光司氏は、当社営業部門における豊富な経験と実績に加え、現在
も取締役として営業戦略について大きく寄与していることから、今後も
当社の持続的な成長と企業価値の向上に貢献できると判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。

－ 30 －

取締役（監査等委員以外）選任議案



候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３

に

丹
わ

波
 

　
ま さ

正
ゆ き

行
（1966年11月４日）

（再任）

1990
2006
2006
2007
2016

2017

年
年
年
年
年

年

４
８
10
１
４

４

月
月
月
月
月

月

　住友不動産株式会社入社
　当社入社
　取締役就任（現任）
　営業開発部長
　投資・賃貸営業部長
　兼　営業企画部長
　関西支店長（現任）

70,900株

【選任理由】
　丹波正行氏は、当社営業部門における豊富な経験と実績に加え、現在
も取締役として営業戦略について大きく寄与していることから、今後も
当社の持続的な成長と企業価値の向上に貢献できると判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。

４

し ら

白
そ う

惣
 

　
た か

考
し

史
（1969年２月20日）

（再任）

1992
2007
2007

2011
2012

年
年
年

年
年

４
４
６

３
４

月
月
月

月
月

　住友不動産株式会社入社
　当社入社
　取締役就任（現任）

管理部長（現任）
　内部監査室長
　社長室長

68,100株

【選任理由】
　白惣考史氏は、当社管理部門における豊富な経験と実績に加え、現在
も取締役として財務戦略について大きく寄与していることから、今後も
当社の持続的な成長と企業価値の向上に貢献できると判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。

（注）１．各取締役候補者との間には、特別の利害関係はありません。
２．保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠

償責任保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保険者の法律上
の損害賠償金または争訟費用を当該保険契約によって塡補することと
しております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保
険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時にお
いても同内容での更新を予定しております。

－ 31 －
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第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、監査等委員である取締役３名全員が任期満
了となります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いする
ものであります。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

え の

榎
し た

下
 

　
ま さ

勝
ひ ろ

寛
（1961年６月22日）

（再任）

1984
2005
2007
2008
2015

年
年
年
年
年

４
６
１
６
６

月
月
月
月
月

　旭化成株式会社入社
　当社常務取締役就任
　管理部長
　常勤監査役就任
　取締役（常勤監査等委員）
　就任（現任）

8,000株

【選任理由】
　榎下勝寛氏は、当社管理部門における豊富な経験と実績に加え、現在
当社の常勤監査等委員としてその職責を適切に果たしていることから、
引き続き監査等委員である取締役候補者といたしました。

２

う

鵜
か い

飼
 

　
か ず

一
よ り

賴
（1962年１月15日）

（再任）

1990
2006
2007
2015

年
年
年
年

４
１
３
６

月
月
月
月

　大原法律事務所入所
　同事務所パートナー（現任）
　当社社外監査役就任
　社外取締役（監査等委員）
　就任（現任）

40,000株

【選任理由及び期待される役割の概要】
　鵜飼一賴氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は弁護士として法
務全般に関する相当程度の知見を有しており、引き続き当該知見を活か
して特に法務全般について専門的な観点から取締役の職務執行に対する
監督、助言等をいただくことを期待したためであります。
　なお、同氏は社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会
社の経営に関与した経験はありませんが、現在当社の社外取締役として
その職責を適切に果たしていることから、引き続き監査等委員である取
締役候補者といたしました。

－ 32 －
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３

さ

佐
さ

々
き

木
 

　
ひろし

洋
（1961年５月18日）

（再任）

1987

2007
2015

年

年
年

３

３
６

月

月
月

　公認会計士佐々木洋事務所
所長就任（現任）

　当社社外監査役就任
　社外取締役（監査等委員）
　就任（現任）

113,400株

【選任理由及び期待される役割の概要】
　佐々木洋氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は公認会計士とし
て財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、引き続き当該知
見を活かして特に財務及び会計について専門的な観点から取締役の職務
執行に対する監督、助言等をいただくことを期待したためであります。
　なお、同氏は社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会
社の経営に関与した経験はありませんが、現在当社の社外取締役として
その職責を適切に果たしていることから、引き続き監査等委員である取
締役候補者といたしました。

（注）１．鵜飼一賴氏及び佐々木洋氏は社外取締役候補者であります。
２．鵜飼一賴氏及び佐々木洋氏は現在、当社の監査等委員である社外取締役でありま

すが、その在任期間は本総会終結の時をもって６年となります。
３．鵜飼一賴氏及び佐々木洋氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員と

して届け出ております。なお、各氏の再任が承認された場合には、引き続き独立
役員とする予定であります。

４．当社は、榎下勝寛氏、鵜飼一賴氏及び佐々木洋氏との間で会社法第427条第１項
に基づく責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく監査等委員である取締
役の責任の限度額は、金300万円又は会社法第425条第１項に定める額のいずれ
か高い額となります。なお、各氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続
する予定であります。

５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償
責任保険契約を締結しており、当社の監査等委員である取締役を含む被保険者の
法律上の損害賠償金または争訟費用を当該保険契約によって塡補することとし
ております。各候補者が監査等委員である取締役に選任され就任した場合は、当
該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても
同内容での更新を予定しております。

６．各監査等委員である取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありませ
ん。

－ 33 －
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第５号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補
欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

は

葉
や ま

山　
よ し

良
こ

子
（1959年10月７日）

1983

1990

1994
2007

2015
2016

2016
2018
2020

年

年

年
年

年
年

年
年
年

4

10

３
１

１
５

８
５
６

月

月

月
月

月
月

月
月
月

　株式会社富士銀行
　（現 株式会社みずほ銀行）入行
　監査法人トーマツ
　（現 有限責任監査法人トーマツ）入所
　公認会計士登録
　新日本監査法人
　（現 EY新日本有限責任監査法人）入所
　葉山良子公認会計士事務所代表（現任）
　スギホールディングス株式会社社外取締役

（現任）
　日本公認会計士協会専門研究員（現任）
　株式会社アダストリア社外監査役（現任）
　株式会社ゼンショーホールディングス社外

取締役 （現任）

－株

【選任理由及び期待される役割の概要】
　葉山良子氏は、社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経
営に関与した経験はありませんが、公認会計士として財務及び会計に関する相当
程度の知見を有していることから、当社の監査等委員である取締役として就任さ
れた場合、その職務を適切に遂行していただけると判断し、補欠の監査等委員で
ある取締役候補者といたしました。

－ 34 －
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（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．葉山良子氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
３．葉山良子氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、東京証券取引所に対

し、独立役員として届け出る予定であります。
４．葉山良子氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結す
る予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、300万円又は会
社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額といたします。

５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償
責任保険契約を締結しており、当社の監査等委員である取締役を含む被保険者の
法律上の損害賠償金または争訟費用を当該保険契約によって塡補することとし
ております。葉山良子氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、当該保
険契約の被保険者となる予定であります。

以　上

－ 35 －
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都千代田区内神田３－２４－５
エッサム神田ホール２号館　５階
TEL 03－3254－8787
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グランド
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司町二丁目
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京王プレッソイン神田

きくかわ
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須田町

神田北口

神田駅前

今川橋

神田駅南口

司町

西口通り商店街

エッサム神田ホール
2号館

神田警察通り

靖国通り

交通 ・神田駅　「東口・北口・西口」　徒歩２分（ＪＲ線）
「４番出口」　　　　　徒歩２分（銀座線）

・淡路町駅「Ａ１出口」　　　　　徒歩５分（丸ノ内線）
・小川町駅「Ａ１出口」　　　　　徒歩５分（都営新宿線）

◎　当日は、会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので、お車での
ご来場はご遠慮願います。

◎　株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産はご用意しておりませんので、
予めご了承いただきますようお願い申しあげます。

地図


